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件名

市
長
提
出
議
案

専決
処分

立川市市税賦課徴収条例の一部改正 承
認立川市都市計画税条例の一部改正

予算 令和４年度立川市一般会計補正予算（第１号）

可
決

条例

立川市選挙運動費用公費負担条例の一部改正

立川市事務手数料条例の一部改正

立川市児童育成手当支給条例の一部改正

立川市国際化推進委員会条例の廃止

立川市市税賦課徴収条例等の一部改正

契約 立川市総合リサイクルセンター破砕機類更新工事請負契約

道路 立川市道西121号線の認定

人事
立川市固定資産評価審査委員会委員の選任 同

意立川市監査委員の選任

陳情

パートナーシップ制度・ファミリーシップ制度に関する陳
情

採
択

国民の祝日「海の日」を７月20日に固定化する意見書の提
出を求める陳情

不
採
択

全会一致だったもの

賛否が分かれたもの
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市長
提出議案 予算 令和４年度立川市一般会計補正予算（第２号） 〇 ※ 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇可決

　6月2日の本会議で、固定資産評価審査委員会委員及び監査委員の
選任について、同意しました。
立川市固定資産評価審査委員会委員　矢島　守　氏
立川市監査委員 村木　良造　氏

人事議案

自民…たちかわ自民党・安進会　公明…公明党　共産…日本共産党　市民…民主・市民フォーラム　立…立憲民主・たちかわ 
Ｎ…ＮＨＫから国民を守る党　緑…緑たちかわ

※議長は採決には加わりません　○…賛成　×…反対

(議案名は一部省略しています）
各議案等に対する賛否

令和4年　第3回市議会定例会（予定）
日 月 火 水 木 金 土
9/4 5 6 7 8 9 10

本会議
一般質問

11 12 13 14 15 16 17
本会議 決算特別

委員会議案審議等
18 19 20 21 22 23 24

総務
委員会

厚生産業
委員会

環境建設
委員会

25 26 27 28 29 30 10/1

文教
委員会

　 議会運営
委員会

本会議
議案審議等

　   令和4年　第1回市議会臨時会（予定）
7月21日（木）
開始時間未定　

非公開の議員全員協議会終了後、本会議を開催予定
議会人事および議案審議などが行われます

※午前10時に開議予定
※第3回定例会で審議する請願・陳情の締め切りは8月29日(月)午後5時です。
※傍聴については、お問い合わせください。
お問い合わせ　 議会事務局　　 ☎　 528-4343 ＦＡＸ　 526-636９

中山　ひと美　議員
新）所属会派なし　　旧）たちかわ自民党・安進会会派の変更

６月２２日、くぼた学議員（NHKから国民を守る党）
から、議長に議員辞職願が出され、同日付で許可
されました。

議員の辞職

第２回定例会にて可決された補正予算（概要）
第1号  ◆ 障害者施設および介護施設等におけるＰＣＲ検査等補助
  該当する施設等において検査を実施する場合に、事業所に対し検

査費用等を補助
 ◆ 居宅介護支援事業所等におけるＰＣＲ検査等補助
  都の補助対象外の事業所等に対して、検査費用等を補助
 ◆ 新型コロナウイルスワクチン接種の継続
  実施中の３回目接種や５歳から11歳までの小児接種に加え、４回

目の接種に向けた所要額を計上
 ◆ 電子図書館サービスの充実
  同時アクセスで貸出しに制限なく利用できる「児童文学等300冊

の読み放題パック」を新たに導入
第2号  ◆ 子育て世帯に生活支援特別給付金を給付
  低所得のひとり親世帯や令和４年度住民税均等割が非課税の世帯

等に対し、対象児童一人につき5万円を支給
 ◆ 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金を給付
  未給付の令和４年度住民税非課税世帯等に対して、1世帯あたり

10万円の現金を給付
 ◆ 子宮頸がん予防ワクチン任意接種に対する助成
  子宮頸がん予防ワクチン接種の接種機会を得られず、未接種で

あった平成9年度から17年度までに出生した女性に対し接種機会
を提供

 ◆ 小・中学校の給食食材費高騰に対する補助
  物価高騰に対応するため、国の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金を活用し、補助を実施

　性的少数者を含む同性同士で生活する者、未成年の子どもも含
め、家族として扱う制度を早期に創設し、その存在を公に認める
ことで性的少数者にも住みやすい、魅力のあるまちづくりを進め
てほしい。
　また、教育や福祉、市民生活に関すること、その他の行政活動
において、性的志向や性自認などに関わらず、差別をしないため
の諸施策を講じてほしい。

パートナーシップ制度・
ファミリーシップ制度に関する陳情

採択された陳情（要旨）


